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電気代・ガス代補助金の家計、物価への影響  

 ～家計負担は月平均 1000～2000 円減、ＣＰＩコアは▲0.4％Pt 程度の下押しか～ 
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電気・ガス代補助金が再復活へ 

各種報道によると、政府は 2026年１月～３月にかけて電気・ガス料金の補助（電気・ガス価格激変

緩和対策事業）を再開する方針で最終調整に入っているとされている。正式決定は 2025年 11月中の

経済対策取りまとめ時とされ、総合経済対策の柱の一つとして年内成立を目指す補正予算案に盛り込

まれる見込みだ。 

本制度は 23年１月使用分の開始以降、延長・縮小・休止・再開を繰り返してきた。近いところで

は、25年１月～３月にかけて補助が実施（１、２月の電気料金は家庭向けで１キロワットアワーあた

り 2.5円、ガス料金は１立方メートルあたり 10.0円。３月分は電気料金で 1.3円、ガス料金で 5.0

円）されたほか、25年７月～９月にも補助が再開されていた（７月と９月分は電気料金で 2.0円、ガ

ス料金で 8.0円。８月分は電気料金で 2.4円、ガス料金で 10.0円）。この補助は 25年９月使用分を

もっていったん終了したが、物価高騰で苦しむ家計への支援として今冬に再度復活する。実施のタイ

ミングは１年前と同様に１月～３月となる見込みである。 

 

補助の規模は前年並み？それとも深堀り？ 

具体的な補助額については現時点で未定だ。25年１月～３月と同程度の「電気、ガスを合わせて平

均的な世帯で月あたり 1000円程度の負担軽減」を目安として調整が行われている模様だが、11月 11

日の衆院予算委員会において、高市首相は（1000円程度から）「深堀りする」と述べたとされ、補助

○ 政府は物価高対策として、電気・ガス代への補助金を 26年１月～３月に復活することを検討中。

具体的な補助額は未定だが、前年並みであれば世帯当たり月約 1000円の負担軽減となる。もっと

も、補助の規模を拡充する可能性も浮上しており、この場合負担軽減額が月平均 1800円超となる

可能性もある。 

 

○ 仮に 25年１月～３月と同じ補助額となった場合、ＣＰＩコアは 26年２、３月に▲0.4％Pt、４月

に▲0.2％Pt押し下げられる。ガソリン旧暫定税率廃止と合わせ、26年２、３月のＣＰＩコアを▲

0.6％Pt押し下げる。また、仮に補助額が 24年夏並みまで拡充されれば、ガソリン旧暫定税率廃止

と合わせてＣＰＩコアを瞬間風速で最大▲0.8％Pt押し下げる可能性も。 

 

○ 政府の物価高対策により相応の物価押し下げが実現する可能性が高く、26年２月以降のＣＰＩコア

は前年比で＋２％を割り込む可能性がある。足元まで減少が続いている実質賃金も、このタイミン

グで下げ止まり、もしくは小幅プラス圏に浮上する可能性がある。 
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規模の拡大が今後検討される可能性も残されている。仮に、24年夏に実施された「酷暑乗り切り緊急

支援」時における補助額（24年８、９月分は電気料金で 4.0円、ガス料金で 17.5円、10月分は電気

料金で 2.5円、ガス料金で 10.0円）と同等のものに拡充する場合には、一世帯あたり負担軽減額は月

平均で 1850円程度まで拡大する1。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＰＩへの影響は大きい 

次に、消費者物価指数への影響を見る。電気代、ガス代のＣＰＩへの反映は「使用月」ではなく

「請求月」に反映されるため、2026年１〜３月の補助実施はＣＰＩ上では 2026年２〜４月に影響する

ことに注意が必要である。 

仮に 25年１月～３月と同じ補助額となった場合、ＣＰＩコアは 26年２、３月に▲0.4％Pt、４月に

▲0.2％Pt程度押し下げられる。また、仮に 24年の「酷暑乗り切り緊急支援」時における補助額と同

等のものへと拡充した場合には、ＣＰＩコアは 26年２、３月に▲0.6％Pt、４月に▲0.4％Pt程度押し

下げられることになる。影響は相応に大きい。 

また、ＣＰＩへの影響を見る上では、前年の裏の影響を勘案することも重要だ。そこで、電気・ガ

ス代負担軽減策のＣＰＩコア前年比に与える影響度合いを見たものが図２である。 

 26年１月～３月に補助金が再開されない場合、ＣＰＩコアは 26年２、３月に＋0.4％Pt、４月に＋

0.2％Pt押し上げられるはずだった。これは、前年の同時期に補助が実施されて水準が下がっていたこ

との裏が出るためである。一方、26年１月～３月に前年と同規模の補助が実施された場合には、26年

２月～４月の前年比でみた押し上げ分はゼロとなる。また、仮に 26年夏、27年冬に補助が復活しない

場合には、26年８月～10月、27年２月～４月にそれぞれ前年の裏の影響で押し上げられることにも注

意が必要だ。 

 また、26年１月～３月の補助の規模が、24年夏の「酷暑乗り切り緊急支援」時並みに拡大するケー

スでは、26年２月～４月のＣＰＩコアはそれぞれ▲0.2％Ptのマイナス寄与となる。これは前年と比

 
1 電気の月間使用量を 400 キロワット時、都市ガスを 30 立方メートルと想定。冬場のガス使用量増加を考慮した場合に

は、負担軽減額はこの額より増える可能性があることに注意が必要。 

（出所）資源エネルギー庁

（注）26年1～3月の値は昨年と同じと仮定。
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図１ 電気代補助金額（１キロワット時あたり、使用分）（円）
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べて補助額が拡大し、押し下げ分が大きくなることによるものである。 

このように、前年の裏も絡んで複雑な動きとなることが予想されるため、ＣＰＩの先行きを予想す

る上で注意が必要である。なお、物価の基調判断においては除いて考えることが望ましいだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質賃金プラス転化の可能性も 

この電気・ガス代補助金のほかにも、政府は年内のガソリン旧暫定税率廃止を決めており、これに

よりＣＰＩコアは▲0.2％Ptの押し下げが見込まれる（ガソリン暫定税率が年内廃止に向けて前進 ～

世帯あたり年間 7600円の負担減。代替財源確保にどこまでこだわるか～ | 新家 義貴 | 第一生命経

済研究所）。前述のとおり、電気・ガス代補助の実施により 26年２、３月に▲0.4％Pt、４月に▲

0.2％Pt押し下げられることと合わせると、押し下げが最大となる 26年２、３月には▲0.6％Ptの下

押しが予想される。また、補助を 24年夏並みに拡充した場合には、ガソリンと合わせた押し下げ寄与

は▲0.8％Ptとなる。政府の物価高対策により相応の物価押し下げが実現する可能性が高いだろう。 

この場合、26年２月以降のＣＰＩコアは前年比で＋２％を割り込む可能性が高くなる。足元まで減

少が続いている実質賃金についても、このタイミングで下げ止まり、もしくは小幅プラス圏に浮上す

る可能性があることに注意しておきたい。 

 

出口はあるか 

23年１月に始まった電気代・ガス代補助金は、途中で支援規模の縮小や休止等をはさみながら、現

在に至るまで継続している。最近では、以前のような年間にわたっての補助という形ではないもの

の、冷房・暖房代が嵩む夏と冬における支援策として定着しつつある。一度始めた補助金を終了する

（出所）総務省統計局「消費者物価指数」等から筆者試算

（注）26年夏、27年冬には補助は実施されないと仮定
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図２ 電気・ガス代補助金のＣＰＩコアへの影響（前年比寄与度）

26年2～4月請求分に補助なし

補助あり（25年2～4月請求分と同水準）

補助あり（24年9～11月請求分と同水準）

（％Pt）

予測

https://www.dlri.co.jp/report/macro/534036.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/534036.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/534036.html
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のがいかに難しいかということが良くわかる。そう考えると、26年１月使用分から復活が見込まれて

いる電気代・ガス代補助金は、果たして３ヶ月間の期間限定で終了できるかどうかは微妙なところだ

ろう。 

26年夏には物価が前年比で＋２％を割り込んでいる可能性があり、物価高対策としての役割が薄れ

たとして補助を終了することも考えられなくはない。もっとも、長く続いたこの補助を終了すること

のハードルはそれなりに高いだろう。その時の政治情勢次第ではあるが、26年夏、27年冬にも（支援

規模を縮小しつつ）再復活する可能性を見ておくのが無難と思われる。 

 

 

 


